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雑　　感

 長田医院　長　田　　　建

会員の声

　梅雨入りの発表があってから晴れの日が続いている。近くの田んぼは圃場整備されてい
て、数日前より水が張られ田植えが始まった。我が家では一昨年、庭に木や苔を植えても
らったので朝の水遣りが毎日の仕事となりなかなか大変だ。日中の暑さもあって少しずつ
疲労がたまってくるこの頃です。
　不安定な世界情勢や強引な政権運営の見られる我が国の情勢があって、様々なマスコミ
報道が耳に入ってくるが、新聞に目を通していて「不都合な事実・主治医が60歳以上だと
死亡率が急上昇する」という週刊誌広告が目に止まった。間もなく還暦を迎える身の上の
せいか一体何が書かれているのか気になり、コンビニに寄ってその雑誌を購入してみた。
　一般には、ベテラン医師の方が若い医師に比べ安心できると思われる傾向にあるが、日
進月歩の医療世界ではベテラン医師は新しい知見を学ぶ機会が減って経験や技術が時代遅
れになり、むしろ治療に悪影響を与えかねない場合もある。それぞれの疾患ごとに診断で
も治療でも医師の得手不得手があること知っておいて、賢く選別しろといった内容のよう
である。米国で入院30日以内の死亡率を検討した場合、主治医が高齢になるほど死亡率が
高率になるという論文があったのを根拠にして色々と述べた記事で、記載通りには同意し
かねた。しかし、一般読者はどのように理解するのかなと心配にも思い、新しい知識の習
得が億劫になってきた今の自分を反省する点もあるよう感じた。学会活動はとうの昔にや
めてしまい、視力の低下や根気の衰えで机に向かっての学習は辛い。せめて耳学問だけで
もと講演会などにはできるだけ出席するようにしてきたが、診療報酬の算定要件になるよ
うな研修会が増え、それらは長時間でしかも繰り返しの参加を求められる。酷く負担に感
じているのは自分だけなのだろうか。今後、専門医制度の導入などで医師の締めつけがま
すます厳しくなるのだろうが、その頃には上手く引退できるのだろうかと気になる。地に
這いつくばったような毎日を送っているせいか、たわいない週刊誌記事でいろいろ考えて
しまった。
　大学を卒業して以来、部活の同期生が毎年８月には集まって飲み会を開いている。これ
まで体調を崩す者もなく今年も10名全員が参加予定だ。順に還暦を迎えているが、皆なん
とか人生一周りしたとしてこれまでを大いに語り、楽しい今後の出発にしたいものだ。
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岡山市版オレンジプランについて

 岡山市居宅介護事業者連絡協議会会長　草野　　功

　平成24年、厚労省は「認知症対策国家戦略=オレンジプラン」を発表した。このプ
ランを基に岡山市認知症施策推進検討会において検討の結果「岡山市版オレンジプラ
ン」が策定され、平成26年４月に公表された。
　厚労省は高齢人口の増加に伴い、今年６月17日オレンジプランの目標値を引き上げ
る方針をかためた新オレンジプランを公表している。
　プランは以下の４つの視点をポイントとしている。
　①　早期発見・早期診断により、適切なケア体制を確立する
　②　認知症の人が地域で安心して生活できるように、地域の見守り体制を確立する
　③　 岡山の地域資源を生かし、保健・医療・福祉・介護等の切れ目のないネットワー

クを構築する
　④　認知症の人や家族への支援を強化する
　以下に成果・現状について記載する。
　①・ ③成果：平成26年12月、認知症支援チーム（現認知症初期集中支援チーム）に

よる支援を開始。認知症初期集中支援チームは認知症が疑われる方やその家族
などの相談を受け、相談内容に応じて家庭訪問などで自宅での自立生活をサ
ポートする。認知症サポート医である専門医・看護師・社会福祉士等から成る
チームが、本人の様子の確認や家族への助言などの支援を初期に様々な面から
集中的に行い、早期発見、早期診断につなげている。高齢者にとって一番身近
な窓口である地域包括支援センターにもチーム員を配置し、これにより地域包
括支援センターとの連携がしやすくなり、より早期に切れ目のないネットワー
ク構築ができる体制となった。

　②　 成果：認知症高齢者見守り事業（行方不明高齢者さがしメール・認知症身元不
明高齢者一時保護）を実施。警察や消防との関係を密にし、認知症高齢者が行
方不明になった際、速やかに発見するためのメール配信システムを構築してい
る。また、徘徊により警察に保護された認知症高齢者と思われる者のうち、身
元不明で警察から岡山市へ保護依頼のあった者を老人福祉施設で一時保護して
いる。

　　　認知症サポーターなどの養成の継続実施。
　④　 成果：認知症カフェ６カ所（各福祉区１カ所）を設置。認知症の人とその家族、

地域住民、専門職が集い、認知症の人を支えるつながりを支援し、家族の介護
負担の軽減等を図っている。また、地域包括支援センターに配置している認知
症地域支援推進委員の働きかけにより、認知症カフェ設置数の増加と認知症カ
フェ認知度の拡大を推進している。

　以上、今後増大する認知症患者への対応は地域全体で取り組まなければならない大
きな課題である
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